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各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　潔

2009秋期闘争の推進について（２）

－09賃金確定闘争の補強と妥結基準について－

１　若干の経過と情勢の補強（第50回道本部大会以降）

（１）北海道人事委員会勧告の内容と特徴

①　北海道人事委員会は、10月９日、給料表を国と同様にマイナス改定するなど、今年度の給与の扱いについて知事と議会議長に勧告しました（資料１）。月例給における民間給与（399,897円）との比較は、独自削減前は405,385円となり△5,488円で△1.35％、独自削減後は375,767円となり24,130円、6.42％であることが公表されました。また、一時金については、民間の支給実績が4.02月で、民間企業における下げ幅が全国的な傾向から少ないことを理由に0.30月減額し4.15月とし、独自削減を踏まえると4.00月程度となることを明らかにしました。また、給与構造改革に伴う経過措置対象者（06.3.31現在の給与を保障されている者）については99.76％をかけた給与額を保障するとし、さらに、月例給のマイナスに伴う年間給与の調整については、調整率を0.23％として制度調整方式を取ることを明らかにしました。その際、道職員へかけられている7.5％の独自削減について、十分考慮した対応を取ることを報告に触れました。一方、独自削減に対する道人事委員会としての見解は、相当長期に及ぶ現状から職員の実態を重く受け止め、「職員の日々の生活への負担感」や「将来の生活設計に対する不安感」による士気の低下、「優秀な人材の確保や人材の流出にも憂慮」とし、「早期に適正な給与水準を確保されるよう改めて要請する」と述べ、停止勧告を求めてきた経緯から極めて不満な内容にとどまりました。以上の内容を踏まえ、地公三者共闘会議は別紙の「声明」を発表しました。
②　自宅所有者の住居手当については、道職員への手当受給者の割合が7.6％という国家公務員よりも低い実態や職員全体に占める公宅入居職員の割合が約５割であることなどから、道人事委員会は廃止勧告を行いましたが、これはあくまで道職員の実態を踏まえた対応と踏まえる必要があります。市町村においては、手当受給者の割合とその水準、公宅整備の割合など道職員の実態とは異なる点を踏まえた対応が必要であることはいうまでもありません。また、総務省からは一律的な廃止を求めるものではないことを、自治体当局に理解させながら対応することが必要です。　　さらに、道人事委員会との交渉において、住宅政策の違いから、「各々の諸事情を踏まえて独自に判断すべきもの」との見解が示されていることなども利用して自治体当局との交渉を強化する必要があります。特に退職手当債等の様々な財政制度との関連で、国家公務員を上回る措置を取っている給与が問題にされてくる可能性がありますが、この場合、個別の対応が必要となりますので、個別の事案について、単組・地方本部・道本部が連携し対応する必要があります。
③　こうした勧告は、厳しい道職員の生活実態に対して、十分に応えうるものではないことから不満な勧告と言わざるを得ませんが、総務省が「公民比較対象は、あくまでも削減前の給与水準とすべきもの」「人事院のブロック別官民較差ごとの数字が比較されることから、一層の説明責任が求められる」「地方自治体において廃止を基本として見直し行う」とする助言を行った結果とふまえる必要があります。今後は勧告が出された事態を重く受け止めて、道当局との交渉が行われる予定です。
（２）人事院勧告及び意見の申し出の取扱いと総務省の動向について

①　人事院勧告の閣議決定については、給料表や一時金にかかる勧告事項については、すでに８月25日に完全実施の閣議決定がなされましたが、残された意見の申し出関係事項については、閣議決定を行わないという異常な取扱いでした。その後、政権交代となり、残りの部分の完全実施の閣議決定の時期については、公務員連絡会の情報によると依然として不透明な状況が続いており、何時の段階で完全実施の閣議決定がされるか解らない状況であるとしています。
公務員連絡会は、10月９日に総務大臣交渉を実施して、新政権における今年の人事院勧告の取扱いについて質したところです。原口総務大臣は「現段階では、公務員の労働基本権が制約されている状況にあり、労働基本権制約の代償措置の根幹をなす人事院勧告制度が尊重されるべきことは当然である」「本年の国家公務員の給与改定については、人事院勧告どおり実施すべく給与法改正法案の策定を進める」と回答し、基本的な姿勢について明確に示しました。また、職員団体としっかりと協議しながら、「労働者の権利を保障することがこの政権の一番の大きな政策であり、民間・公務を問わず育児休業をはじめ様々な労働者の権利を保障することを、手を携えてしっかりと進めていく」と回答したところです。今後、こうした大臣回答を基本に、20日前後には公務員部長との交渉を予定し、また、地公部会と総務省の交渉については、11月上旬とする方向であることが明らかとなりました（日程は早まる可能性もある）。ただし、給与法案の閣議決定の時期などは極めて不透明な情勢といえますので、もう少し新政権における推移を見極める必要があります。
②　公務員給与に対する新政権との交渉はスタートしたばかりですから、これまでの総人件費抑制策を基調とした様々な施策の流れは現時点では大幅に変わっていないことをまず認識しなければなりません。よって、総務省は、すでに引き下げに係る月例給や一時金について閣議決定に沿って着々と実務を進めており、発出された「次官通知」を元に「助言」と称する不当な賃金の合理化や自治に対する介入を強めてくることは必至ととらえておくことが必要です。さらに、総務省は地方公務員の４～５級在級職員数が国公のそれを上回る実態に対して、財務省に対する説明を行うために、「わたり調査」に見られるような具体的な助言が行われていることを注目しなければなりませんし、総体的に地方公務員の給与を取り巻く状況は引き続き厳しい情勢にあるとの認識に立つべきです。
③　こうした中央段階の情勢を受けて、今年の秋期闘争＝現業統一闘争及び０９賃金確定闘争がたたかわれることとなりますが、大きな政策変更がない限り人事委員会のない市町村は「県を参考に」など総務省の研究会報告に沿った圧力が強まることは、これまでの例からも十分予想できます。従って、これまで以上に自治労産別に結集し、緊張感と連帯感をしっかりもって、今次秋期闘争を進めていくことが必要となっています。

２　09賃金確定闘争の展開及び基本的指標

　大枠は第50回道本部大会当面の闘争方針どおりとします。

　なお、自宅所有者の住居手当のへの対応については、「９月を準備期間とし、10月中に具体的な行動を展開する方向で調整を図る」としていましたが、中央段階の推移を見ながら、別途、適宜な時期に行動提起の必要性などの判断を行うこととします。
	【09賃金確定闘争の展開】
①　今年の確定闘争は、人事院勧告と札幌市人事委員会（９月中旬）および道人事委員会勧告（10月上旬）に向けた取り組みを踏まえ、12月の給与条例改正提案議会開会前＝11月下旬（地公三者の山場・道議会開会の１週間前＝11月25日を開会予定とすれば11月17日頃）を最大のヤマ場として道本部の統一闘争として展開します。

②　道本部は、地公三者共闘に結集するとともに道人事委員会勧告後直ちに、対道交渉を実施し、各地本・単組段階での取り組みの環境整備をはかります。

③　各単組は道本部の獲得目標にむけて統一的な交渉と取り組みを展開します。

④　自宅所有者の住居手当への対応は、新政権樹立後にどのような大衆的な取り組みが可能かどうかについて、中央本部とも協議を進め、あらためて詳細は別途提起することとします。取り組みの時期としては、９月を準備期間とし、10月中に具体的な行動を展開する方向で調整を図ることとします。

【09賃金確定闘争の基本的指標】

①　09年度の給与改定に関しては、自治体労働者の生活を維持する意味からも、09人事院勧告の内容を最低限とし、さらに改善可能な賃金水準を確保することをめざします。

具体的には、次のとおりとします。

ア　基本賃金および期末・勤勉手当については、生活を維持・防衛できる現行の賃金水準の維持・改善を図ります。

イ　例月給与引き下げに伴う年間給与の調整に対しては、制度調整方式を取るとしても事実上の不利益遡及となることから反対します。仮に調整せざるを得ない場合は、独自削減等を考慮させ、新給料表より実態が下回る場合は、給料表を変更させない、制度調整は行わせない、あるいは独自削減の水準を引き下げる等、勧告と独自削減の二重削減は避けるよう求めます。さらに、独自削減がない場合には、09年４月現在の比較対象給与の総額には最低でも生活関連手当（扶養・住居）は除くよう対応します。

ウ　一時金の引き下げについては、各単組における５月段階の交渉経過を踏まえ、最低限独自削減との相殺を行わせるとともに、独自削減が無い場合は、実施時期を遅らせるなど、可能な限り臨時的に国を上回る一時金水準を確保するよう交渉します。

エ　自宅所有者の住居手当については、全単組において廃止は認めず現行支給額を維持するよう交渉を強化します。

オ　勧告・報告・意見の申し出等の中で改善事項になるものについては、11月議会条例化を目指して交渉を進めます。

②　所定内勤務時間について、昨年未実施の自治体においては、短縮に向けて取り組みます。

③　時間外勤務手当の労働基準法改正に伴う割増率の引き上げおよび代替休制度の新設については、国に遅れることなく措置するよう求めます。また、法定休日の時間外勤務については、他の週休日における勤務との均衡を考慮して、月60時間超の時間に含めるよう交渉します。

④　民間の育児・介護休業法改正を踏まえ、国家公務員の諸制度が改善されることから、以下の制度について国に遅れることなく制度化するよう求めます。

ア　３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設する。

イ　子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正する。また、休暇の取得要件に疾病の予防を図るために必要な子の世話を加えること。

ウ　配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

エ　専業主婦除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

オ　介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

カ　これらの規定について非常勤職員に対しても同様に措置すること。

⑤　財政危機を理由とした独自の給与削減に反対し、実施単組では早期停止、期間限定措置を要求します。

⑥　給与制度見直し後の取り組みについては、これまでの目標（給料表７級以上、到達級５級以上）を踏まえ、2006年以前の水準への到達をめざし、引き続き、賃金水準の改善・到達闘争を構築します。

ア　給料表は７級以上をめざします。

イ　組合員の到達級は５級以上とします。

ウ　級別格付け基準など昇格・昇給基準の短縮・改善をはかります。

エ　昇給抑制を実施中の単組は、その解除、復元を要求します。

オ　枠外の在級実態に応じて号俸の増設を要求します。

⑦　新たな人事評価制度については「人事評価制度単組交渉の５つの指針」（07年２月道本部中央委員会決定）にもとづき次のとおり取り組みます。

ア　国の実施状況を見極め、拙速に導入しないこと。

イ　人事評価制度は労使交渉事項であること。

ウ　人事評価制度は原則として人事任用に活用すること。

エ　人事評価の結果は賃金制度と直結しないこと。

オ　具体的な制度は「４原則・２要件」を担保。

⑧　臨時・非常勤職員の賃金改善に向けて、取り組みます。

⑨　上記の他、各単組は、別記の統一重点要求および単組の未解決課題の解決を図ります。なお、09賃金確定闘争の最低妥結基準については、別途提起します。


３　具体的な取り組みについて

　第50回定期大会当面の闘争方針どおりとします。
	【具体的な取り組み】

①　要求書の一斉提出は10月26日（月）とし、回答日は11月６日（金）とします。

②　回答後は、ヤマ場に向けて要求の実現と諸課題の解決をめざし、組合員参加の当局交渉を配置します。重点交渉期間は、11月９日（月）～11月17日（火）を本格的な重点交渉期間としますが、山場が前後する単組が想定されますので、その場合は別途協議して交渉期間を設定します。その後、これらをベースに前進回答をめざし、次の前段戦術及びストライキ（必ず事前通告する）を背景にして以下のとおりたたかいを推進します。

(1) 地本別単組代表者会議の開催＝日程、開催方法などは地本と別途調整

(2) 道本部賃金担当者会議

10月13日（火）13：30～

場所：自治労会館中ホール

(3) 道本部・地本合同　単組オルグ

10月13日（火）～10月23日（金）

(4) 組合旗掲揚

要求書提出10月26日（月）～闘争終結まで（山場日程が前後する場合は要求書提出後から闘争集結まで）

(5) 腕章着用

11月12日（木）～闘争集結まで（山場日程が前後する場合は３日前から闘争集結まで）

(6) 超勤拒否

11月16日（月）～11月17日（火）（山場日程が前後する場合は、山場前日から闘争集結まで）

(7) 出張・諸会議拒否

11月17日（火）＜ストライキ当日にかかる出張・諸会議＞

（山場日程が前後する場合は、その当日にかかる出張・諸会議）

(8) 道本部統一行動

11月17日（火）１時間ストライキ

※　なお、山場日程が前後する単組については、地方本部・道本部と協議のうえ別途決定します。また、独自削減等を抱える場合は道本部と協議し、最大２時間までとします。

③闘争態勢の確立

ア　道本部は、道人事委員会勧告を前後して、賃金担当者会議を開催し（予定）、「基本的指標」や取り組みついて意思統一を行うこととします。また、各地方本部においては、単代等を開催し、取り組みの徹底を全単組に周知するとともに、道本部・地方本部が連携して全単組オルグを実施します。

イ　さらに、最終ヤマ場にむけては、必要に応じて重点単組オルグを実施します。

ウ　地公三者共闘、都市三者共闘、７市労連共闘との連携も強めます。

エ　道本部は、対道・市長会・町村会交渉を行い、地方本部は支庁長、管内町村会との交渉を積極的に行い単組交渉の条件整備を行います。


４　組み方立て方の補強・留意点

（１）闘争の戦術的な留意点

今次の確定闘争は、マイナス勧告を踏まえた対応とならざるを得ないことから、前段に賃金担当者会議を開催し、具体的な交渉推進のための意思統一を行うこととしています。それを受けて、基本的には妥結基準を満たす単組の妥結を先行させることを戦術的に追求します。そのためにも、各単組は交渉情報の地本・道本部へ集中することとし、闘争の妥結に当たっては、必ず地本との協議を前提とすることします。

（２）道本部・地方本部の取り組み

道本部は10月26日に道・市長会・町村会に要求書を提出し、とりわけ道（市町村課）に対しては文書回答を求める中から、各自治体に対して不当な介入となるような「助言」は行わないことを再度追及していきます。

また、地方本部についても支庁長・管内町村会との交渉を積極的に行うことで、単組交渉の条件整備をはかります。

（３）単組道本部オルグ、地本大会の日程

道本部の配置は別紙の通りとし、単組代表者会議は地本大会に併せて開催することとし、今月中に開催されない地本は開催し、別途日程を調整し、今次確定闘争の妥結基準について集中的に意思統一することとします。

５　09賃金確定闘争の妥結基準

　09賃金確定闘争における妥結基準は以下のとおりとし、最大の山場には独自課題を含めた当局の回答に対し、総合的な戦術判断を行うこととします。なお、別冊の人事院勧告の解説と課題（道本部作成）及び交渉の手引きを活用し、具体的な交渉の進め方を検討し、実践することとします。
（１）月例給、一時金関係

　①　基本賃金（月例給）は、人事院勧告を最低限とし、これ以上の水準低下をもたらさないよう交渉を強化します。

②　また、一時金について、人事院勧告（4.50月→4.15月）を最低限とし、６月一時金の一部凍結に伴う、各単組段階での交渉経過を踏まえて、自治体職員の生活を維持できる水準確保に向けて取り組みます。
③　給料表のマイナス改定に伴う年間給与の調整については、独自削減などを考慮させ、実施させないことを基本に対応します。なお、具体的な対応策は以下のとおりとします。
　　例１）0.24％以上の独自削減を実施している自治体は（３％とか４％＝一時金への反映無し）、すでにその年の給与支給額は、例月給与分については勧告より下回っているので仮に調整を行えば、年間給与はさらに下回ってしまうので調整はさせない。ただし、一時金に係る調整は削減を実施していないのでその点については十分に協議させる。

　　例２）独自削減が一時金などに反映されている場合は、年間給与・一時金とも勧告水準より下回っているので、どちらも調整の必要はない。

例３）独自削減がない場合は、一時金が0.35月にも及ぶ大幅な削減であること、制度調整といっても不利益不遡及の原則に反することを理由に、比較対象給与の合計額から、生活関連手当を除外させるなど、調整の範囲を極力狭めていく。
例４）上記の事項を複合的につなぎ合わせて、人事院勧告内容を上回る内容で妥結をめざす。
　④　自宅所有者の住居手当は、廃止することなく現行支給額を維持します。

　　　制度存続が確認された場合で、金額の圧縮（国は2,500円を廃止するので、給与原資総体の割合を踏まえて、一定額減額するとした提案）については、十分に協議し、安易な削減案については認めないように交渉を強めます。

（２）時間外勤務手当の労働基準法改正に伴う割増率の引き上げおよび代替休制度の新設については、国に遅れることなく措置するよう求めます。また、法定休日の時間外勤務については、他の週休日における勤務との均衡を考慮して、月60時間超の時間に含めます。

（３）育児・介護休業法改正に係る公務員への対応について
民間の育児・介護休業法改正を踏まえ、国家公務員の諸制度が改善されることから、以下の制度について国に遅れることなく制度化するよう求めます。

①　３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設する。

②　子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正する。また、休暇の取得要件に疾病の予防を図るために必要な子の世話を加えること。

③　配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

④　専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

⑤　介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

⑥　これらの規定について非常勤職員に対しても同様に措置すること。
（４）独自の給与削減に反対し、実施単組では早期停止、期間限定措置を実現します。

（５）「給与構造の改革」関係

　　①　給料表は７級以上（都市は８級以上）とします。

　　②　組合員の到達級は５級以上とします。

　　③　級別格付け基準など昇格・昇給基準の短縮・改善をはかります。また、昇給抑制を実施中の単組は解除・復元します。

　　④　枠外の在級実態に応じて号俸の増設を実現します。

（６）現業賃金関係

　　①　国の行政（二）表導入に反対します。

　　②　非現業との賃金格差（初任給、昇格・昇給（在級年数）等）の解消を図ります。

　　③　その他、現業統一要求項目から重点課題を設定し、実現します。

（７）新たな人事評価制度については「人事評価制度単組交渉の５つの指針」（07年２月道本部中央委員会決定）にもとづき次のとおり取り組みます。

①　国の実施状況を見極め、拙速に導入しないこと。

②　人事評価制度は労使交渉事項であること。

③　人事評価制度は原則として人事任用に活用すること。

④　人事評価の結果は賃金制度と直結しないこと。

⑤　具体的な制度は「４原則・２要件」を担保。

（８）臨時・非常勤職員の賃金改善に向けて、取り組みます
（９）その他

単組独自課題及び継続交渉事項の解決を図るとともに、統一要求書「４．労働時間、休暇制度の改善」「５．女性労働者の労働条件の改善」「６．組織・機構・定数等」について未解決の単組は重点を定め、一つでも多く獲得できるように取り組むこととします。
　　なお、（３）については、国家公務員に対する法律の動向に大きく左右されますので、11月の賃金確定闘争の山場までには結論を得ることが難しいことも予想されますが、その場合は10当初予算闘争における継続課題としながら解決に向けて取り組みを進めることとします。
６　統一要求書の一部追加について
　統一要求書について、以下のとおり「７自治体財政の見通しについて」とする項目を追加することとします。
	2009年度自治体労働者の賃金・労働条件等の改善に関する統一要求書

１．今年度の給与改定について

（１）基本賃金については、生活を維持・防衛できる現行の賃金水準の維持・改善を図ること。少なくとも、2009年人事院勧告を最低限とすること。

（２）期末・勤勉手当については、地方公務員の生活を維持・改善できる水準とすることとし、期末手当に一本化すること。また、成績率の拡大・強化はしないこと。
（３）例月給与のマイナス勧告に伴う年間給与の調整については、不利益不遡及の原則に反することから行わないこと。

２．基本賃金・諸手当について

（１）給料表は、国公行（一）水準で７級制以上とすること。

（２）号俸は、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

（３）初任給については、国公２号上位（高卒行（一）１－13）を最低とし、昇給期間短縮などを最大限実施すること。

（４）中途採用者の初任給については、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。

（５）昇格・昇給制度をつぎのとおり改善すること。

①　級別の格付け基準など昇格・昇給基準を短縮・改善することとし、最低非役付５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年、４級在級２年）また、医療（二）（三）表など他の賃金表使用の場合もこれと同一水準を確保すること。

②　昇格にあたっては、選別を排除し、自動昇任・昇格制とすること。

③　４号俸を超える昇給は、８号俸５％、６号俸20％に相当する原資を確保し、従前の特別昇給による運用を実施すること。実施にあたっては、差別取り扱いを排除し、全職員を対象に公平・平等に取り扱うこと。また、給与の不均衡是正実施の原資として確保すること。

（６）新給料表移行にともなう昇給号俸抑制措置はその解除・復元を実施すること。

（７）財政危機を理由とした独自の給与削減はおこなわないこと。

（８）55歳を越える昇給は、国の措置を最低とすること。

（９）寒冷地手当及び交通用具使用者の通勤手当等、諸手当の改善を図ること。

（10）自宅所有者の住居手当については、地方公務員の勤務の実態を踏まえ廃止せず、現行水準を維持すること。

（11）現業賃金の改善を図ること。

①　現業差別賃金表を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。

②　初任給格付け及び昇給・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。

（12）年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上を最低とすること。

（13）退職時優遇措置としての勧奨制度の活用と退職時特別昇給の実施・改善を図ること。

（14）時間外・休日勤務手当については、国に遅れること無く労働基準法を最低とする割増率の引き上げを行うこと。また、代替休制度新設についても同様とすること。さらに、法定休日の時間外勤務については、他の週休日における勤務との均衡を考慮して、月60時間超の時間に含めること。

（15）臨時・嘱託・非常勤・準職員等の正規職員化を図るとともに、当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、賃金・労働条件を正規職員に準じて大幅に改善すること。

とくに、以下の点については早急に改善すること。

①　報酬体系を抜本的に見直し、勤続に伴う昇給や業務関連諸手当を検討し支給すること。

②　通勤費未支給を一掃するとともに、一時金や生活関連諸手当を支給すること。

③　労働保険・社会保険に有資格者全員を加入させること。

④　学校給食の３期雇用を１年雇用とすること。

⑤　「非常勤職員」は、「常時勤務を要せず他に生計の途がある人を想定した職」〔学校医や各種審議会の委員など〕に限定すること。

（16）公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めること。

３．新たな人事評価制度について

（１）新たな人事評価制度は、国の試行実施状況を見極め、拙速に導入しないこととし、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。

（２）新たな人事評価制度は賃金諸制度と直結しないこと。

４．労働時間･休暇制度について

（１）所定勤務時間について、国と同様に１日７時間45分、１週38時間45分に短縮すること。同時に、勤務時間をはじめ給与等関係する条例・規則等の改正を行うこと。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

（２）民間の育児・介護休業法改正を踏まえ、国家公務員の諸制度が改善されることから、以下の制度について国に遅れることなく制度化すること。

①　３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

②　子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防を図るために必要な子の世話を加えること。

③　配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

④　育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

⑤　介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

⑥　これらの規定について非常勤職員に対しても同様に措置すること。

（３）最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

（４）リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。

（５）健康障害休暇等の新設を行うこと。

（６）両立支援のための休暇等を次のとおり新設・充実すること。

①　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

②　育児休暇（時間）は最低120分とするとともに、男性への適用拡大をはかること。

③　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

④　育児のための短時間勤務制度について

ア）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

イ）後補充職員は原則正規職員とすること。

ウ）育児休業の復職時調整は100/100で換算し、号俸調整すること（育児休業をした職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものとみなして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）

５．女性労働者の労働条件の改善について

（１）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備を図ること。とりわけ、下記事項の実現を図ること。

①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化を図ること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化を図ること。

③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度と確実なものとすること。

⑥　労働基準法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備を図ること。

（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。

６．組織・機構・定数等について

（１）欠員補充・定数拡大・直営堅持
①　財源難等の理由による新規採用の中止、欠員不補充、定数削減等は行わないこと。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員を図ること。

③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。

④　自治体の障害者雇用については、98年７月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置を図ること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。

⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

⑦　公共施設等の管理については、直営を堅持すること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。

（２）高齢者再任用・定年延長・分限・派遣等

①　高齢者再任用制度を早期に条例化し、その内容は、国の制度を下回らないこと。制度実施、運用は労使合意を原則とすること。

②　高齢者再任用制度導入にあたっては、在職中の臨時・嘱託等職員の雇用不安につながらないようにすること。

③　2013年以降段階的に65歳まで年金の支給開始が繰り延べられる事態に対応して、雇用と年金を接続する新たな高齢雇用施策の検討を開始すること。また、その施策の基本は「定年延長」として検討すること。

④　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。

⑤　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。

７．自治体財政の見通しについて

（１）自治体財政の悪化により、職員の賃金削減や住民サービスの悪影響が懸念されることから、一般会計、公営企業会計、第三セクターなどを含む２００８年度決算状況、財政指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の内容について説明すること。

（２）早期健全化団体に該当した原因を明らかにし、安易な賃金合理化で財政を建て直す計画内容にしないこと。

（３）財政健全化計画書（案）については、事前に労使協議を行い、議会に提出すること。

　　※（２）（３）は早期健全化団体に指定される自治体単組のみ。


＜参考＞

	○　０９北海道人事委員会勧告の報告

　（４）改定の実施時期等

　　　～省略～

　　　また、本年は若年層の職員及び医療職給料表（１）の適用を受ける職員の給料月額について引き下げを行わないこととしたため、これらの職員以外の職員によって調整を行うこととし、具体的な調整方法については、人事院勧告の内容に準ずることが適当である。ただし、この調整に当たっては、給与条例附則による措置により職員の給与が減額されている実情に配慮する必要がある。～省略～
　８　給与勧告実施の要請

　　～省略～

　　　なお、現在行われている給与の減額措置については、期間を限定して行われているが、すでに相当長期間にわたる措置となっており、職員の日々の生活への負担感をはじめ、将来の生活設計に対する不安感から職員の士気も低下する懸念があることや優秀な人材の確保や人材の流出といった点についても憂慮している。

　　　本委員会としては、独自の減額措置は、地方公務員法に定める給与決定の原則と異なるものであって、こうした事態が長期間にわたることは異例のことと考えており、早期に適正な給与水準を確保されるよう改めて要請する。


　

（別紙）
2009年道人事委員会勧告に関わる声明
１　北海道人事委員会は、本日、知事並びに北海道議会議長に対して、北海道職員の給与改定にかかる勧告及び報告を行った。

地公三者共闘（全道庁労連、北教組、自治労道本部）は、これまで公民較差について、独自削減後の給与と民間実態調査とを比較した上で勧告を行うよう求めてきたが、北海道人事委員会は、公民較差について独自削減前は1.35％･5,488円民間を上回り、独自削減後は6.42％･24,130円下回っている実態を示すものの、独自削減前の給与が民間を上回っていることを理由に、給料表のマイナス改定を行うこととした。また、それに伴い、制度調整についても実施すべきことも言及している。さらに、一時金についても、民間支給月数が4.02月となったことを踏まえ、支給月数を0.3月削減することを勧告した。

一方、独自削減の取り扱いについては、報告のなかでの「道への要請」に止まった。

２　給料表のマイナス改定について、独自削減の実態を考慮して国に準じた内容で改定したこと、また、一時金について、実際の支給月数との比較により削減月数を決定したことは、人事委員会が我々の要求を聴くなかで、「幾分の配慮」を見せたものであろう。しかしながら、我々が求めてきたものは、公務員賃金決定のあり方を正常に戻すために、独自削減の停止勧告を行うことであり、少なくとも、独自削減後の給与実態に基づきマイナス勧告を行わないことであるから、そこには、相当の乖離があり、人事委員会の姿勢を評価することはできない。

　　さらに、人事委員会は、独自削減に配慮すべきとしているが、制度調整の実施に言及した。実際に支給された総給与額ではなく、あくまで、制度に固執した考え方を崩さなかったことに、強く抗議するものである。

３　独自削減については、「給与決定の原則と異なる」とし、職員や家族の生活に大きな負担や影響を与えていることを認識しながらも、停止勧告を行わなかった人事委員会の姿勢に抗議するものであるが、少なくとも、昨年の姿勢から一歩踏む込み、「異例なこと」と言及した姿勢は受け止め、今後の闘争に活かしていくものである。

４　自宅に係る住居手当については、道の公宅整備状況の悪化や民間の支給実態には着目しないで、手当受給者の割合が低いことや公宅入居者が多いことを理由に、国に追随した廃止勧告を行ったことは不満である。一方で、市町村に対する影響については、交渉において、住宅政策の違いから、「各々の諸事情を踏まえて独自に判断すべきもの」との見解については受け止めるものである。

　　また、寒冷地手当の見直しについては、今期勧告での性急な見直しにならなかったことは受け止めるが、級地区分のみならず、全般的な事項について民間調査を実施したうえで検討することを報告した。自宅に係る住居手当では、民間の支給実態に着目しなかったことと矛盾した考え方であり、不満である。今後、実施される民間調査においては、調査のあり方や内容、調査結果の取り扱いを含めて我々と十分協議することを確認していることから、引き続き取り組みを強化する。
５　教職員の給与をめぐり、義務教育等教員特別手当については、昨年に引き続き引き下げ勧告が行われたことや特別支援学校の教員等に係る調整額の引き下げを報告で言及されたことに強く抗議するものである。また、へき地の級地指定見直しについても報告で言及されたが、今後、任命権者も含めた協議に取り組むものである。

６　その他、労基法改正を踏まえた時間外勤務手当の割増率引き上げや、両立支援策としての環境整備などが勧告、報告されたことは、評価するものであるが、総体的に見て今年の勧告は、独自削減により苦しい生活を強いられている職員が、現下の経済状況において、さらに厳しい状況に置かれようとしているにもかかわらず、すでに歪められている給与制度にこだわり、労働基本権の代償機関として、職員の立場を尊重すべき人事委員会の役割が十分に果たされなかったものであり不満である。

７　この間、一連の規制緩和や構造改革が進められる中で、中央と地方があらゆる面で格差が拡大し、道内の地域経済は疲弊し続けている。景気回復の先が見えない北海道では、公務員労働者の給与決定が多くの民間企業で働く労働者に波及し、延いては北海道経済に大きな影響を与えていくことが想定される。今後、地公三者共闘会議は、道内経済に与える影響も十分考慮し、道職員の給与決定を行うよう求めるとともに、人事委員会でさえも｢異例｣とした独自削減への言及を踏まえて、道及び道教委当局に対して、厳しい生活を長期間にわたって強いられている職員の実態を考慮した誠意ある労使交渉を強く求め、諸要求の実現に向けた取り組みに組織の総力を挙げていくこととする。
2009年10月9日

北海道公務員共闘会議

地公三者共闘会議
自治労情報2009第0272号

2009年10月9 日

各県本部委員長様

全日本自治団体労働組合

中央執行委員長　　徳永　秀昭

（総合労働局）

公務員連絡会が人勧取り扱い等で原口総務大臣交渉を実施―10月9日（秋闘情報Ｎｏ.25）

－大臣は「勧告通り実施すべく給与法改正案の策定を進めると回答－

公務員連絡会は、10月９日、原口総務大臣と会い、本年の人事院勧告の取扱いなどについて、新大臣の見解を質した。交渉は、15時から総務省内で行われ、公務員連絡会側から委員長クラス交渉委員が参加し、総務省側は原口大臣、階政務官らが対応した。冒頭、岡部公務員連絡会議長代行は次の通り述べ、原口大臣の見解を求めた。

(1) 大臣就任おめでとうございます。新政権が、「国民生活第１」を掲げ、これまでの新自由主義的な政策の転換をめざして奮闘されていることに心から敬意を表する。是非、国民生活の安心・安全の確立に向けて行政の最前線で働いているわれわれの声も反映していただければと考えているので、よろしくお願いする。

(2) さて、人事院勧告制度は労働基本権制約の代償措置であり、政府としてそれを尊重し、十全に機能させることは当然のことである。本年の人事院勧告は、月例給、一時金とも大きなマイナスとなる厳しいものであり、われわれとしては、生活に影響を与える不満な内容であるが、これが民間の実勢を反映したものであればやむを得ないものと考えている。新政権として本年の人事院勧告の取扱いについてどのような方針で臨むのか、国家公務員の育児休業法の改正の取扱いも含め、給与担当大臣としての総務大臣の見解を伺いたい。

(3) また、地方公務員の給与改定については、本来、地方自治の本旨に則って地方自治体毎の労使交渉に基づいて自主的に決定されるべきものと考えており、自宅に係る手当を含め中央政府が「こうあるべき」として「指導」すべきものではないと考えているが、この点についても大臣の見解を伺いたい。

これに対し、原口大臣は次の通り考えを明らかにした。

(1) 公共サービス基本法の提案者として法案を成立させていただいたが、公務に働く皆さんの権利、労働環境条件の整備が何よりも大事なことだと思っている。

(2) ８月11日の人事院勧告の内容は、国家公務員の月例給0.22％マイナス、ボーナス0.35月引下げなど非常に厳しいものであるが、これは、昨年来の世界金融危機を受けて日本経済が深刻な状況に陥った結果、民間の労働条件が極めて悪化したことを反映したものと考えている。

申し上げるまでもなく、現段階においてはなお、公務員の労働基本権が制約されている状況にあり、このような状況の下においては、労働基本権制約の代償措置の根幹をなす人事院勧告制度が尊重されるべきことは当然であるというのが私の基本姿勢である。私としては、本年の国家公務員の給与改定については、このような基本姿勢に立って、人事院勧告どおり実施すべく給与法改正法案の策定を進めていきたいと考えている。

地方公務員についてもまさにお話の通りであり、公共サービス基本法の理念が貫徹できるように、各自治体の労使がきちんと話し合われることが大事だ。職員の皆様にとっては厳しい内容となるが、何卒御理解願うとともに、今後とも、国民の信頼にこたえ、公務能率及び行政サービスの一層の向上に努めていただきたい。

(3) また、しっかりと協議をしながら労働者の権利を保障することがこの政権の一番大きな政策であり、まさに労働を中心とした福祉型社会を作るため、むき出しの新自由主義ではなく、民間においても公務においても育児休業を始めさまざまな労働者の権利を保障することを、手を携えてしっかりと進めていく。

(4) 公務員制度改革においても、労働基本権の回復を俎上に載せて具体的に前進をしていきたいと考えている。今後とも、共同するパートナーとしてのご協力をお願いしたい。

　これらの大臣の見解について、岡部議長代行は次の通り述べ、引き続き交渉協議を行うことと併せて、労働基本権問題をはじめとする諸課題を解決するため、信頼関係のある労使関係を構築していくことを求めた。

(1) 勧告通り実施していくということであれば、われわれとしては、勧告の中身は厳しいものであるが、受け止めていきたい。また、引き続き、給与法改正法案、育児休業法改正法案作成作業の過程においても、われわれと十分交渉・協議してもらいたい。

(2) 公務をめぐっては、労働基本権確立を含む公務員制度の抜本改革が急がれているし、国の出先機関・独立行政法人の見直し、高齢者雇用施策や非常勤職員の問題など、さまざまな課題が山積している。これらの課題を解決していくためには、労使がお互いに責任を持って真摯に話し合い、問題を解決していくような信頼関係のある労使関係を構築していくことが必要だ。大臣には、是非、こうした労使関係を構築していくための使用者としての努力をお願いしたい。

　以上のように、原口大臣から、新政権としても人事院勧告通り実施するための給与法の改正作業等に取り組むとの姿勢が表明されたことから、公務員連絡会は、今後、給与法や育児休業法の改正作業等について、交渉・協議を強めていくことにしている。

以上

	2009確定闘争オルグおよび地本大会日程
	　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	
	
	
	
	
	

	　
	オルグ日程
	班数
	オルグ担当者
	地本定期大会日程
	対応者

	石狩
	 10/14
	1
	谷川
	　
	10/9　15：00～　Ｈノースシティ
	山上

	後志
	10/15～16
	2
	毛利
	大島
	10月中～下旬
	川本

	上川
	10/19～21
	1
	酒井
	　
	11/6・7　13:00～旭川市トーヨーホテル
	三浦

	留萌
	10/19～20
	1
	野城
	　
	10/23　14：00～遠別町（予定）
	川本

	宗谷
	10/15・16
	1
	佐々木
	　
	11/13　稚内海員会館
	藤盛

	渡島
	 10/23
	2
	大出
	牧野
	11/14　13：00～　函館国際Ｈ
	杉谷

	檜山
	10/22・23
	1
	小林
	　
	11/7　14：30～　奥尻町
	杉谷

	空知
	10/14～16
	1
	大出
	吉田
	12/5　南幌町
	木村

	胆振
	10/19～21
	1
	駒井
	　
	11/6　13：00～　洞爺湖町
	山上

	日高
	10/19・20
	1
	上島
	　
	11/6　13：00～　新冠町レコード館
	木村

	網走
	10/19～22
	1
	灰野
	　
	11/7・8　北見市
	三浦

	十勝
	10/21～23
	1
	櫛部
	　
	10/31　13：00～　H大平原
	三浦

	釧根
	10/26～28
	1
	小杉
	　
	10/24　11：00～　根室市
	三浦
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